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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第３四半期連結
累計期間

第57期
第３四半期連結

累計期間
第56期

会計期間

自2018年
４月１日
至2018年
12月31日

自2019年
４月１日
至2019年
12月31日

自2018年
４月１日
至2019年
３月31日

売上高 （千円） 5,980,116 5,451,457 8,801,152

経常利益又は経常損失（△） （千円） △42,331 38,687 129,947

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失(△)

（千円） △59,558 19,862 89,586

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △106,912 22,687 261,643

純資産額 （千円） 1,801,266 2,192,272 2,169,771

総資産額 （千円） 6,966,565 6,372,634 7,322,759

１株当たり四半期(当期)純利益又

は１株当たり四半期純損失(△)
（円） △32.65 10.89 49.10

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 25.9 34.4 29.6

 

回次
第56期

第３四半期連結
会計期間

第57期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2018年
10月１日
至2018年
12月31日

自2019年
10月１日
至2019年
12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 64.14 43.38

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、第56期第３四半期連結累計期間は１株当たり

四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第57期第３四半期累計期

間及び第56期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益又は１株当たり四半期純損失を

算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

（1）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用や企業収益の改善に支えられ、緩やかな回復基調が継続

したものの、米中貿易摩擦等の影響により、輸出や生産に弱さが見られ、先行きの不透明感が増加し、楽観視でき

ない経営環境が続きました。

　建設業界におきましては、建設投資は底堅く推移しているものの、依然として建設業界における労務単価、建設

資材価格等の動向にも注視が必要な経営環境にあります。

　当社グループにおきましては、型枠貸与事業の売上高は底堅く推移いたしましたが、海岸堤防で使用する被覆ブ

ロックの出荷量が前年同四半期よりも減少していることから、当第３四半期連結累計期間の売上高は、5,451百万

円（前年同四半期比528百万円減）、営業利益は16百万円（前年同四半期は59百万円の営業損失）、経常利益は38

百万円（前年同四半期は42百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は19百万円（前年同四半期は

59百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　なお、販売費及び一般管理費につきましては前年同四半期と比較して22百万円減少し、合理化・効率化に向けた

施策を継続しています。

 

セグメントの業績の概況

①型枠貸与事業

　売上高は1,443百万円（前年同四半期比13百万円増）と堅調に推移し、鋼製型枠の減価償却費が減少したことか

ら、営業利益は79百万円（前年同四半期比36百万円増）となりました。

 

②資材・製品販売事業

　河川護岸・根固ブロック等の製品出荷は増加しているものの、東日本大震災の復興事業が収束へ向かっているこ

とから、売上高が4,007百万円（前年同四半期比542百万円減）となり、利益率は改善傾向にあるものの、営業損失

は62百万円（前年同四半期は101百万円の営業損失）となりました。

 

（2）財政状態

①資産

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は6,372百万円となり、前連結会計年度末比950百万円の減少とな

りました。

　その主な要因は、現金及び預金の減少47百万円、受取手形及び売掛金の減少925百万円によるものでありま

す。

②負債

　当第３四半期連結会計期間末における負債は4,180百万円となり、前連結会計年度末比972百万円の減少となり

ました。

　その主な要因は、支払手形及び買掛金の減少711百万円、長期借入金の減少127百万円及び短期借入金の減少

150百万円によるものであります。

③純資産

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は2,192百万円となり、前連結会計年度末比22百万円の増加とな

りました。

　その主な要因は、利益剰余金の増加19百万円及びその他有価証券差額金の増加6百万円によるものでありま

す。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は、財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容の概要は

以下のとおりであります。
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①　当社の財務及び事業の方針を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じ

て当社株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきも

のであると考えます。

　しかし、社会基盤整備の分野において、国土防災と豊かな自然環境との調和に貢献する製品・工法を提供す

る当社の経営においては、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、当社に与えられた

社会的な使命、それら当社の企業価値ひいては株主共同の利益を構成する要素等への理解が不可欠です。これ

らを継続的に維持、向上させていくためには、当社の企業価値の源泉である、製品・工法開発力、技術力、柔

軟な供給体制、取引先等との強固な信頼関係、地域経済・社会への貢献が必要不可欠であると考えておりま

す。当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的視点に立った施策が実行されない

場合、当社の企業価値ひいては株主共同の利益や当社に関わる全てのステークホルダーの利益は毀損されるこ

とになる可能性があります。

　当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますも

のの、突然大規模な買付行為がなされたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうか等買付

者による大規模な買付行為の是非を株主の皆様が短期間の内に適切に判断するためには、買付者及び当社取締

役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株式の継続保有をお考えの

株主の皆様にとっても、かかる買付行為が当社に与える影響や、買付者が考える当社の経営に参画したときの

経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保有を検

討するうえで重要な判断材料となると考えます。

　以上を考慮した結果、当社としましては、大規模な買付行為を行う買付者において、株主の皆様の判断のた

めに、当社が設定し事前に開示する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）にしたがって、

買付行為に関する必要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会のための一定の評価期間

が経過し、かつ当社取締役会または株主総会が対抗措置発動の可否について決議を行った後にのみ当該買付行

為を開始する必要があると考えております。

　また、大規模な買付行為の中には、当該買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認め

られるものもないとは言えません。当社は、かかる大規模な買付行為に対して、当社取締役会が③に記載する

本対応方針にしたがって適切と考える方策をとることが、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要

であると考えております。
 
②　基本方針の実現に資する特別な取組みについての概要

　当社は、基本的な施策として以下の事項に取り組んでおります。

イ．コアビジネスの強化

　政府の国土強靭化策による全国の防災・減災対策事業や社会資本整備の更新、南海トラフ対策等への消

波コンクリートブロックの供給、環境二次製品等の高機能化、高付加価値化、及び市場に合致した製品開

発を推進することにより、コアビジネスを強化します。

ロ．技術力向上による製品・工法開発の推進

　生態系との対立ではなく共生を目指す環境活性コンクリートをコンクリート製品に使用する取組みが、

新たな市場の開発と、社会基盤整備の枠を広げる展開を推進しています。このような展開は、技術士及び

社会人ドクターの取得、更に論文発表等を会社制度として支援し、技術者の技術力の向上を推進している

ことから生まれるものであると考えます。

ハ．国際事業の強化

　製品供給体制をより充実させ、東南アジア各国の旺盛な社会基盤整備需要に対応した製品・工法を提供

できる体制を整え、国際事業を強化します。
 
　上記イ、ロ及びハの取組みは、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるものであり、

いずれも会社支配に関する基本方針に沿うものであると考えます。
 
③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取組みの概要

　当社は、2015年４月24日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針」（会社法施行規則第118条第３号に規定されるもの。）を決定するとともに、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、「当社株券等の大規模買付行為への

対応方針（買収防衛策）」を導入することを決議し、同年６月26日開催の当社第52回定時株主総会において株

主の皆様にご承認いただいております。また、有効期間満了に当たり「当社株券等の大規模買付行為への対応

方針（買収防衛策）継続」（以下「本対応方針」といいます。）を2018年６月27日開催の第55回定時株主総会

において、その継続について株主の皆様のご承認をいただきました。

　本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、

結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等
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の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きま

す。）または、結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社の他の株主との合意等（以下

かかる買付行為または合意等を「大規模買付行為」といい、かかる買付行為または合意等を行う者を以下「大

規模買付者」といいます。）が行われる場合には、大規模買付行為に応じて当社株式を売却するか否かを株主

の皆様が判断するために必要な情報を確保し、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能とするものです。

　また、上記基本方針に反し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株

予約権の発行等を利用することにより阻止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させることを目

的としております。

　当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模買付

者及び大規模買付行為の概要並びに当社が定める大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出す

ることを求めます。大規模買付者には、当社取締役会が当該意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情

報リストに基づき、株主の皆様の判断並びに当社取締役会及び独立委員会としての意見形成のために必要かつ

十分な情報（以下「本必要情報」といいます。）の提供を求めます。

　当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し本必要情報

の提供を完了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）

または90日間（その他の大規模買付行為の場合）（最大30日間の延長があり得ます。）を当社取締役会による

評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当該期間内に、独立委員会に諮問し、また、必

要に応じて外部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された本必要情報を十分に評価・検討

し、独立委員会からの勧告を最大限尊重したうえで、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表す

るとともに必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役

会として当社株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。

　当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付行為が企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうか否か及び対抗措置をとるか否か等の判断については、その客観性、公正さ及

び合理性を担保するため、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置したうえで、取締役会はこ

れに必ず諮問することとし、独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動または不発動もしくは株主総

会招集の決議その他必要な決議を行うものとします。対抗措置として、新株予約権の発行を実施する場合に

は、当該新株予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使条件、及び当社が大規模

買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項を付すことがある

ものとし、実際に新株予約権を発行する場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さない

ことを新株予約権の行使条件とする等、対抗措置としての効果を勘案した行使期間や行使条件等を設けること

があります。

　本対応方針の有効期間は、2018年６月27日開催の第55回定時株主総会においてその継続が承認されたことか

ら、当該定時株主総会の日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時

までとします。

　なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト

　（アドレスhttps://www.nikken-kogaku.co.jp/ir/library.html）に掲載する2018年５月28日付プレスリ

リースをご覧ください。
 
④　上記②、③の取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　本対応方針は、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させる目的をもって継続されたものであり、当社の

基本方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、

対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、独立委員会は

当社の費用で独立した第三者である専門家等を利用することができるとされていること、必要に応じて新株予

約権の無償割当ての実施につき株主総会に諮ることとなっていること、本対応方針の有効期間は３年であり、

その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観性

が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。
 
（4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、37百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,899,700

計 3,899,700

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年２月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 1,862,254 1,862,254
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 1,862,254 1,862,254 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 1,862,254 － 1,004,427 － 541,691

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2019年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 38,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,802,000 18,020 －

単元未満株式 普通株式 22,154 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  1,862,254 － －

総株主の議決権  － 18,020 －

 

 

②【自己株式等】

    2019年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新宿

六丁目10－１
38,100 － 38,100 2.00

計 － 38,100 － 38,100 2.00

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

日建工学株式会社(E00187)

四半期報告書

 7/18



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）および第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,238,024 1,190,680

受取手形及び売掛金 ※１ 3,272,761 ※１ 2,346,963

電子記録債権 ※１ 344,433 ※１ 251,439

商品及び製品 1,082,477 1,089,397

原材料及び貯蔵品 22,198 17,968

その他 82,215 191,148

貸倒引当金 △9,404 △8,660

流動資産合計 6,032,706 5,078,937

固定資産   

有形固定資産   

リース資産（純額） 150,066 119,538

その他（純額） 238,196 260,733

有形固定資産合計 388,262 380,272

無形固定資産 14,147 12,612

投資その他の資産   

投資有価証券 633,390 641,270

その他 431,382 436,630

貸倒引当金 △177,130 △177,087

投資その他の資産合計 887,642 900,813

固定資産合計 1,290,053 1,293,697

資産合計 7,322,759 6,372,634

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 2,845,431 ※１ 2,134,251

短期借入金 750,000 600,000

1年内返済予定の長期借入金 168,330 154,796

未払金 157,066 158,179

リース債務 76,345 60,513

未払法人税等 49,240 13,107

その他 136,286 225,080

流動負債合計 4,182,700 3,345,928

固定負債   

長期借入金 607,477 493,455

リース債務 80,201 64,277

繰延税金負債 85,496 87,070

退職給付に係る負債 152,825 137,973

その他 44,287 51,657

固定負債合計 970,287 834,433

負債合計 5,152,988 4,180,362
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,691 541,691

利益剰余金 519,518 539,381

自己株式 △65,037 △65,223

株主資本合計 2,000,600 2,020,276

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 165,689 171,996

その他の包括利益累計額合計 165,689 171,996

非支配株主持分 3,480 －

純資産合計 2,169,771 2,192,272

負債純資産合計 7,322,759 6,372,634
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

売上高 5,980,116 5,451,457

売上原価 4,901,756 4,319,230

売上総利益 1,078,360 1,132,227

販売費及び一般管理費 1,137,444 1,115,357

営業利益又は営業損失（△） △59,084 16,869

営業外収益   

受取利息 434 85

受取配当金 15,786 25,461

たな卸資産処分益 4,594 2,360

貸倒引当金戻入額 1,191 787

保険解約返戻金 4,409 595

為替差益 4,214 －

その他 5,526 2,980

営業外収益合計 36,158 32,269

営業外費用   

支払利息 14,126 8,129

支払手数料 － 500

手形売却損 697 1,066

為替差損 － 263

その他 4,581 492

営業外費用合計 19,405 10,452

経常利益又は経常損失（△） △42,331 38,687

特別利益   

固定資産売却益 51 968

特別利益合計 51 968

特別損失   

固定資産処分損 1,558 －

固定資産売却損 － 2,476

特別損失合計 1,558 2,476

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△43,838 37,179

法人税等 19,340 20,798

四半期純利益又は四半期純損失（△） △63,178 16,381

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △3,620 △3,480

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△59,558 19,862
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △63,178 16,381

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △43,733 6,306

その他の包括利益合計 △43,733 6,306

四半期包括利益 △106,912 22,687

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △103,292 26,168

非支配株主に係る四半期包括利益 △3,620 △3,480
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１四半期連結会計期間末日満期手形および四半期連結会計期間末日満期電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び四半期連結会計期間末日満期電子記録債権の会計処理については、手形

交換日または決済日をもって決済処理しております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関休業日であっ

たため、次の四半期連結会計期間末日満期手形及び四半期連結会計期間末日満期電子記録債権が当四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2019年12月31日）

受取手形 163,104千円 93,462千円

電子記録債権 7,291千円 11,236千円

支払手形 339,988千円 238,136千円

 

２受取手形割引高

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2019年12月31日）

受取手形割引高 86,943千円 －千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

減価償却費 212,411千円 151,143千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日 至　2018年12月31日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日 至　2019年12月31日）

１．配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業

資材・製品販売
事業

売上高    

外部顧客への売上高 1,430,522 4,549,594 5,980,116

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 1,430,522 4,549,594 5,980,116

セグメント利益又は損失（△） 42,595 △101,680 △59,084

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容

　（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

損失 金額

報告セグメント計 △59,084

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業損失(△) △59,084

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業

資材・製品販売
事業

売上高    

外部顧客への売上高 1,443,951 4,007,505 5,451,457

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － －

計 1,443,951 4,007,505 5,451,457

セグメント利益又は損失（△） 79,039 △62,169 16,869

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容

　（差異調整に関する事項）　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 16,869

セグメント間取引消去 －

四半期連結損益計算書の営業利益 16,869

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

(△)
△32円65銭 10円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に帰

属する四半期純損失(△)(千円)
△59,558 19,862

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又

は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失

(△)（千円）

△59,558 19,862

普通株式の期中平均株式数（株） 1,824,427 1,824,156

（注)１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2018年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び普通株式

の期中平均株式数を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年２月12日

日建工学株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　木　智　博　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　本　浩　巳　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会

社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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